
　離婚をしたとき、公務員である夫と専業主婦だった妻など夫婦間に収入格差があると、年金に大きな差が生
じることになります。この問題を解消するため、離婚時に年金を分割する①合意分割、②３号分割という２つの
制度があります。

①合意分割

　 年金そのものを分割するのではなく、婚姻期間中の標準報酬総額を分割します。夫婦それぞれの婚姻から離
婚までの標準報酬総額を合計し、当該額の多い方から、少ない方へ分割します。 
※標準報酬総額：年金掛金算定の基となる給料・標準報酬等の月額や期末手当等の額の総額

【対 象 者】 平成19年4月1日以降に離婚した方
【対象期間】 婚姻期間中のすべて（平成19年4月1日前を含む）
【分割割合】 当事者間の合意または裁判所の決定による（上限50％）

●合意分割のイメージ（夫婦ともに働いており「標準報酬が多い夫」から「妻」へ分割する場合）

分割する側
（例）夫（公務員）

分割を受ける側
（例）妻（会社員）

就職
▲

婚姻
▲

離婚
▲

退職
▲

標準報酬等の一部

標準報酬等の一部

標準報酬等の総額

按分割合に基づき分割

厚生年金の被保険者期間（地方公務員）

離婚時みなし被保険者期間

●合意分割の具体例

分割を
する人

分割を
受ける人

例 夫の標準報酬総額＝1,500万円　妻の標準報酬総額＝500万円　按分割合＝50%の場合

夫

妻

婚姻期間中の標準報酬総額 婚姻期間中の標準報酬総額

婚姻
▲

婚姻
▲離婚

▲

離婚
▲

2,000万円

1,000万円

分割を受けた分分割を受けた分
1,000万円A B1,000万円A B

分割をした分

合意分割前 合意分割後

1,500万円

500万円A500万円A

合計 分割
50% 500万円B
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お問い合わせ先　年金課　☎048-822-3307

◉本年９月に長期給付に係る保険料率※1が引き上げられます◉
　平成16年10月から、長期給付に係る
保険料率は、地方公務員と国家公務員
を合わせた公務員年金制度として計算
されており、平成21年９月からは、地
方公務員共済年金と国家公務員共済年
金の保険料率についても１本化されて
います。
　保険料率は、毎年3.54／ 1000ずつ
引き上げられ、平成27年10月に行われた被用者年金制度の一元化以降は１・２階部分の保険料率として、本年9月に厚生年金
の上限である183／ 1000で統一されます。
※１　掛金の率と負担金の率を合わせた率。

区　　　分 平成 29年９月～
保険料率（総報酬ベース）① 179.86
組
合
員

保
険
料
率

標準報酬の月額および
標準賞与額に対する割合
（①×50／ 100）

89.93

平成 30年９月～
183.00

91.50

（単位千分率）

②３号分割

　 婚姻期間中の第３号被保険者期間※について扶養者の標準報酬総額の半分を被扶養配偶者へ分割します。分
割割合は、合意分割のように当事者間での話し合いや裁判で決めるのではなく、自動的に50％となります。 
※第３号被保険者期間：配偶者である組合員に扶養されていた期間

【対 象 者】 平成20年4月1日以後に離婚し、婚姻期間中に第３号被保険者期間がある方
【対象期間】 婚姻期間中の組合員期間のうち、平成20年4月1日以降の第３号被保険者期間
【分割割合】 50％

●３号分割のイメージ（「夫（扶養者）」から「妻（被扶養配偶者）」へ分割する場合）

分割する側
（例）夫（公務員）

分割を受ける側
（例）妻（専業主婦）

就職
▲

平成20年4月▲

婚姻
▲

離婚
被扶養配偶者みなし被保険者期間 ▲

退職
▲

標準報酬等の50%

標準報酬等の50%

分割を受ける側からの請求に基づき分割

標準報酬等の総額

国民年金第３号被保険者期間

厚生年金の被保険者期間（地方公務員）

●３号分割の具体例

婚姻
▲

婚姻
▲

離婚
▲

離婚
▲

平成20年4月 平成20年4月

請求が可能 請求が可能

▲ ▲

分割を
する人

分割を
受ける人

例 夫の標準報酬総額＝1,500万円　妻は第３号被保険者の場合

夫

妻

300万円 300万円

1,200万円
600万円

分割をした分

分割を受けた分
600万円

婚姻期間中の標準報酬総額
３号分割前

婚姻期間中の標準報酬総額
３号分割後

第３号被保険者期間

❶合意分割 ❶合意分割❷３号分割 ❷３号分割

分割 50%

■ 年金分割の請求期限は、離婚した日の翌日から起算して2年以内となります。
■ 第３号被保険者であった方は、離婚後は自分で国民年金保険料を支払う必要があります。
■ 年金額は分割後の標準報酬総額をもとに算定されます。
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